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１　【八積駅周辺環境整備事業】（企画財政課）� 単位（千円）
事業費総額 国庫支出金 県支出金 地方債 その他財源 一般財源

100,420 20,765 14,100 49,890 6,665
（将来にわたる政策等の費用の推計）第１期（H30～ 32）�

費用の推計 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年
100,420 59,000 46,800

うち一般財源 5,925 3,600 2,980
２　交流センター（仮称）建設事業（生涯学習課）� 単位（千円）

事業費総額 国庫支出金 県支出金 地方債 その他財源 一般財源
112,000 44,800 47,500 14,400 5,300

（将来にわたる政策等の費用の推計）�
費用の推計 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年

112,000 322,500 322,500
うち一般財源 5,300 19,400 19,400

３　【ドライブレコーダー設置事業】（総務課）� 単位（千円）
事業費総額 国庫支出金 県支出金 地方債 その他財源 一般財源

875 875
（将来にわたる政策等の費用の推計）�

費用の推計 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年
875 0 0 0 0

うち一般財源 875 0 0 0 0
４　【公衆無線LAN環境整備事業】（企画財政課）� 単位（千円）

事業費総額 国庫支出金 県支出金 地方債 その他財源 一般財源
8,120 5,000 3,120

（将来にわたる政策等の費用の推計）�
費用の推計 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年

8120 0 0 0 0
うち一般財源 3120 0 0 0 0

５　【健康ウォーキング事業】（健康推進課）� 単位（千円）
事業費総額 国庫支出金 県支出金 地方債 その他財源 一般財源

472 472
（将来にわたる政策等の費用の推計）�

費用の推計 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年
472 472 472 472 472

うち一般財源 472 472 472 472 472
６　【輝け！村の演芸】産地整備支援事業（産業課）� 単位（千円）

事業費総額 国庫支出金 県支出金 地方債 その他財源 一般財源
1,500 1,500

（将来にわたる政策等の費用の推計）�
費用の推計 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年

1,500 1,500 1,500 1,500 1,500
うち一般財源 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

７　【災害避難用照明整備事業】（総務課）� 単位（千円）
事業費総額 国庫支出金 県支出金 地方債 その他財源 一般財源

6,000 3,000 3,000
（将来にわたる政策等の費用の推計）�

費用の推計 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年
6,000 0 0 0 0

うち一般財源 3,000 0 0 0 0

平成30年度の新規事業における財源措置
議会定例会3月会議（3月6日〜 9日）において平成30年度の一般会計予算が可決されました。

新年度の新規事業として、以下の事業が実施されます。
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編
集
後
記

　

児
童
数
の
減
少
に
よ
り
小
学

校
の
統
廃
合
が
止
ま
ら
な
い
！

「
小
さ
な
学
校
」「
小
さ
な
ク
ラ

ス
」
ほ
ど
、
学
習
意
欲
や
態
度

が
積
極
的
に
な
り
、
子
ど
も
た

ち
の
人
格
形
成
・
人
間
的
成
長

に
と
っ
て
も
効
果
的
で
あ
る
こ

と
は
世
界
で
は
実
証
さ
れ
て
い

ま
す
。

　
「
学
校
の
適
正
規
模
」
に
捉

わ
れ
る
こ
と
な
く
、
き
め
細
や

か
な
教
育
を
施
す
に
は
、
少
人

数
に
よ
る
学
級
構
成
こ
そ
先
生

や
児
童
に
と
っ
て
も
よ
り
良
い

教
育
環
境
と
言
え
る
の
で
は
な

い
か
。�

（
Ｊ
・
Ｋ
）

【
防
災
対
策
に
つ
い
て
】

　

２
０
１
１
年
3
月
11
日
に
発
生
し
た
東
日
本
大
震

災
に
よ
る
津
波
被
害
の
実
態
を
、
4
月
23
日
に
旭
市

を
、
5
月
30
日
か
ら
6
月
3
日
ま
で
東
北
3
県
の
被

災
状
況
を
現
地
で
調
査
し
、
防
災
対
策
の
重
要
性
を

痛
感
し
ま
し
た
。

〇�

新
潟
県
中
越
沖
地
震
発
生
後
の
柏
崎
刈
羽
原
子
力

発
電
所
や
小
千
谷
市
を
視
察
。
原
発
事
故
の
脅
威

を
実
感
し
、
自
ら
の
命
は
自
ら
守
る
大
切
さ
を
感

じ
、
自
主
防
災
組
織
の
重
要
性
を
一
般
質
問
で
訴

え
る
。

〇�

防
災
対
策
と
し
て
津
波
避
難
タ
ワ
ー
等
の
必
要
性

を
一
般
質
問
で
訴
え
、避
難
施
設
と
築
山
が
完
成
。

併
せ
て
、
津
波
避
難
施
設
を
活
用
し
た
防
災
訓
練

の
実
施
を
提
案
し
、
そ
の
施
設
を
活
用
し
た
防
災

訓
練
が
実
施
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

〇�

福
島
第
2
原
発
事
故
に
よ
る
本
村
へ
の
放
射
線
量

の
影
響
を
独
自
の
調
査
活
動
を
実
施
。

　

今
後
も
、
被
災
地
の
復
興
状
況
の
調
査
を
続
け
、

自
主
防
災
組
織
づ
く
り
や
、
あ
ら
ゆ
る
仮
設
を
想
定

し
た
防
災
訓
練
の
重
要
性
を
訴
え
続
け
る
。

山
口
ひ
ろ
ゆ
き
の
歩
み
と
今
後
の
取
り
組
み
（
パ
ー
ト
3
）

••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••【
認
知
症
初
期
集
中
支
援
チ
ー
ム
と
は
】

　
医
療
・
介
護
の
専
門
職
が
家
族
の
相
談
等
に
よ
り
認

知
症
が
疑
わ
れ
る
人
や
認
知
症
の
人
及
び
そ
の
家
族
を

訪
問
し
、
必
要
な
医
療
や
介
護
の
導
入
・
調
整
や
、
家

族
支
援
な
ど
の
初
期
支
援
を
包
括
的
、
集
中
的
に
行
い
、

自
立
生
活
の
サ
ポ
ー
ト
を
行
う
チ
ー
ム
で
す
。

 

長
生
村
は
、
サ
ポ
ー
ト
医
（
医
師
）、
介
護
支
援
専
門

医
、
社
会
福
祉
士
、
保
健
師
、
看
護
師
の
５
名
で
構
成

【
支
援
内
容
】

〇
認
知
症
か
ど
う
か
の
評
価
。

〇�

適
切
な
医
療
機
関
の
受
診
を
促
し
、
継
続
的
な
医
療

支
援
に
つ
な
げ
る
。

〇�

適
切
な
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
案
内
。

〇�

生
活
環
境
の
改
善
や
ケ
ア
に
つ
い
て
の
ア
ド
バ
イ
ス
。

〇�

介
護
者
と
の
情
報
共
有
。

〇�

介
護
者
の
負
担
軽
減
や
健
康
保
持
に
つ
い
て
の
サ

ポ
ー
ト
。

＊�

定
期
的
な
見
守
り
に
よ
り
認
知
症
の
進
行
を
防
ぐ
こ

と
が
で
き
る
。

【
対
　
　
象
】

〇�

40
歳
以
上
の
在
宅
者
の
う
ち
、
認
知
症
の
疑
い
の
あ

る
方
や
以
下
の
基
準
に
該
当
す
る
方
。

１�

．
医
療
サ
ー
ビ
ス
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
て
い
な

い
方
、
ま
た
は
中
断
し
て
い
る
方
で
次
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
方

　
①�
認
知
症
疾
患
の
臨
床
診
断
を
受
け
て
い
な
い
方
。

　
②�
継
続
的
な
医
療
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
て
い
な
い
方
。

　
③�
適
切
な
介
護
サ
ー
ビ
ス
に
結
び
付
い
て
い
な
い
方
。

　
④�

介
護
サ
ー
ビ
ス
が
中
断
し
て
い
る
方
。

２�

．
医
療
サ
ー
ビ
ス
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
て
い
る

が
、
認
知
症
の
行
動
・
心
理
症
状
が
顕
著
な
た
め
、

対
応
に
苦
慮
し
て
い
る
方
。

認
知
症
初
期
集
中
支
援
チ
ー
ム
を
設
置

８　【広島平和記念式典派遣事業】（学校教育課）� 単位（千円）
事業費総額 国庫支出金 県支出金 地方債 その他財源 一般財源

1,176 1,176
（将来にわたる政策等の費用の推計）

費用の推計 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年
1,176 1,176 1,176 1,176 1,176

うち一般財源 1,176 1,176 1,176 1,176 1,176
●言葉の意味
＊国庫支出金　�特定の目的（公共投資や教育、福祉等）のために国が政策的判断に基づき地方に補助するもので、

決められた目的以外の利用は出来ない。
＊地　方　債　�県や市町村などの地方自治体が、国や金融機関から借り入れる借金のことです。
＊その他財源　�土地開発基金など公共の利益のために取得する必要のある土地を予め取得するための基金。

イメージ図


